
土間床等
の外周部

外気に接する部分 3•5 3•5 1•7 1•7 1•7

その他の部分 1•2 1•2 0•5 0•5 0•5

枠組壁工法の
住宅

充填断熱工
法

屋根又は
天井

屋根 6•6 4•6 4•6 4•6 4•6 4•6

天井 5•7 4•0 4•0 4•0 4•0 4•0

壁 3•6 2•3 2•3 2•3 2•3

床 外気に接する部分 4•2 4•2 3•1 3•1 3•1

その他の部分 3•1 3•1 2•0 2•0 2•0

土間床等
の外周部

外気に接する部分 3•5 3•5 1•7 1•7 1•7

その他の部分 1•2 1•2 0•5 0•5 0•5

木造、枠組壁
工法又は鉄骨
造の住宅

外張断熱工
法又は内張
断熱工法

屋根又は天井 5•7 4•0 4•0 4•0 4•0 4•0

壁 2•9 1•7 1•7 1•7 1•7

床 外気に接する部分 3•8 3•8 2•5 2•5 2•5

その他の部分

土間床等
の外周部

外気に接する部分 3•5 3•5 1•7 1•7 1•7

その他の部分 1•2 1•2 0•5 0•5 0•5

１ 木造又は枠組壁工法の住宅において、「充填断熱工法」とは、屋根にあっては屋根組材の間、
天井にあっては天井面、壁にあっては柱、間柱、たて枠の間及び外壁と内壁との間、床にあっ
ては床組材の間に断熱施工する方法をいう。以下同じ。

２ 木造、枠組壁工法又は鉄骨造の住宅において、「外張断熱工法」とは、屋根及び天井にあっ
ては屋根たる木、小屋梁及び軒桁の外側、壁にあっては柱、間柱及びたて枠の外側、外気に
接する床にあっては床組材の外側に断熱施工する方法をいう。

３ 木造、枠組壁工法又は鉄骨造の住宅において、「内張断熱工法」とは、壁において柱及び間
柱の内側に断熱施工する方法をいう。以下同じ。

４ 一の住宅において複数の住宅の種類又は断熱材の施工法を採用している場合にあっては、
それぞれの住宅の種類又は断熱材の施工法に応じた各部位の断熱材の熱抵抗の基準値を適用
するものとする。

５ 鉄筋コンクリート造の住宅における一の部位において内断熱工法と外断熱工法を併用して
いる場合にあっては、外側の断熱材の熱抵抗と内側の断熱材の熱抵抗の合計値について、上
表における「内断熱工法」の基準値により判定できるものとする。

６ 木造、枠組壁工法の住宅における一の部位において充填断熱工法と外張断熱工法を併用し
ている場合にあっては、外張部分の断熱材の熱抵抗と充填部分の断熱材の熱抵抗の合計値に
ついて、上表における「充填断熱工法」の基準値により判定できるものとする。

７ 土間床等の外周にあっては、基礎の外側若しくは内側のいずれか又はその両方において、
断熱材が地盤面に対して垂直であり、かつ、基礎底盤上端から基礎天端まで連続して施工さ
れたもの又はこれと同等以上の断熱性能を確保できるものとしなければならない。ただし、
玄関・勝手口及びこれに類する部分における土間床部分については、この限りではない。

別表４

地域区分 外装材の熱抵抗
一般部の断熱層
を貫通する金属
部材の有無

断熱材の熱抵抗の基準値
（単位 １ワットにつき平方メートル・度）

断熱材を施工する箇所の区分

鉄骨柱、鉄骨
梁部分 一 般 部

一般部におい
て断熱層を貫
通する金属部
材

１及び２ 0•56以上 無し 1•91 2•12

有り 1•91 3•57 0•72

0•15以上0•56未満 無し 1•91 2•43

有り 1•91 3•57 1•08

0•15未満 無し 1•91 3•00

有り 1•91 3•57 1•43

３ 0•56以上 無し 0•63 1•08

有り 0•63 2•22 0•33

0•15以上0•56未満 無し 0•85 1•47

有り 0•85 2•22 0•50

0•15未満 無し 1•27 1•72

有り 1•27 2•22 0•72

４、５、
６、７及
び８

0•56以上 無し 0•08 1•08

有り 0•08 2•22 0•33

0•15以上0•56未満 無し 0•31 1•47

有り 0•31 2•22 0•50

0•15未満 無し 0•63 1•72

有り 0•63 2•22 0•72

附 則
この告示は、平成二十六年四月一日から施行する。平
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〇 国 土 交 通 省 告 示 第 四 百 三 十 六 号

租 税 特 別 措 置 法 施 行 令 （ 昭 和 三 十 二 年 政 令 第 四 十 三 号 ） 第 四 十 二 条 の 二 の 二 第 二 項 第 七 号 の 規 定 に

基 づ き 、 国 土 交 通 大 臣 が 財 務 大 臣 と 協 議 し て 定 め る 保 証 保 険 契 約 を 次 の よ う に 定 め た の で 告 示 す る 。

平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日 国 土 交 通 大 臣 太 田 昭 宏
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